
入札説明書 
 
 クリーンヒル宝満の発電余剰電力売払い一般競争入札（以下「入札」という。）について

は、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 
 
１ 公告日    令和 5 年 12 月 26 日 
 
２ 発注者  筑紫野・小郡・基山清掃施設組合 管理者 平井一三 
 
３ 担当課   筑紫野・小郡・基山清掃施設組合 事務局 総務課 
   〒818-0024 
         福岡県筑紫野市大字原田 1389 番地 
        電話：092-926-5300 
         FAX：092-926-3587 
 
４ 入札に付する事項 
 （１）入札件名     令和６年度クリーンヒル宝満の発電余剰電力売払い 
 （２）予定売払い電力量 １０，６７１，５５２ｋWh 
 （３）電力の特質等   クリーンヒル宝満の発電余剰電力売払い仕様書のとおり 
 （４）売払い期間    令和 6 年 4 月 1 日 0 時から令和 7 年 3 月 31 日 24 時まで 
 （５）売払い場所    福岡県筑紫野市大字原田 1389 番地 クリーンヒル宝満 
 
５ 入札参加資格 
 （１）電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第 2 条の 2 の規定に基づき小売電気事業者 

として登録されている者であること。 
 （２）過去 2年間の間に、市、国（公社、公団を含む）又はその他地方公共団体と種類 

    及び規模を同じくする契約をし、かつ、履行した業務実績が 2件以上あること。 
 （３）地方自治法施行第 167条の 4の規定に該当する者でないこと。 

 （４）会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更正開始手続き開始の申し立てが 

 なされている者又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続き開 

 始の申し立てがなされている者（更生手続開始の決定後又は再生手続 開始の決 

    定後、手続開始決定日以降の日を査定基準日とする経営事項審査に基づく有資格 

    者名簿の登録者を除く）でないこと等、経営状況が著しく不健全である者でない 

    こと。 

 

 



６  入札申請書、仕様書等の配布 
 （１）方法 
     筑紫野・小郡・基山清掃施設組合のホームページからダウンロードによる配布。 
 （２）期間    令和 5 年 12 月 26 日から令和 6 年 1 月 12 日 
 （３）ダウンロード先のホームページアドレス 
   https://houman.sakura.ne.jp/index.htm 
 
７ 入札参加資格の確認の申請 
  この入札に参加を希望する者は、５に掲げる入札参加資格を有することの確認を受け 
 るため、次のとおり競争入札参加資格確認申請書（６によりダウンロードした様式）に 
 必要な書類を添付して提出しなければならない。 
  なお、期限までに競争入札参加資格確認申請書を提出しない者又は入札参加資格がな 
 いと認められた者は、この入札に参加することができない。 
 （１）提出期間  
     令和 5 年 12 月 26 日から令和 6 年 1 月 12 日の 午前 9 時から午後 4 時

 まで。ただし、筑紫野・小郡・基山清掃施設組合の休日を定める条例(平成元年条

 例第 7号)に定める休日を除く。 

 （２）提出方法 

     ３の担当課に持参又は郵送によること。なお、郵送については提出期間に必 

着のこと。 

 （３）提出の確認 
     競争入札参加資格確認申請書を提出した者（以下「申請者」という。）には、

 競争入札参加資格確認申請書に受領印を押印の上、その写しを直接又はファ

 クシミリの方法により交付する。なお、競争入札参加資格確認申請書を提出

 したにもかかわらず、写しの交付がない場合は、３の担当課に連絡し確認するこ

 と。 
 （４）入札参加資格の確認 
  申請者には、令和 6 年 1 月 16 日までに次に掲げる事項を記載した競争

 入札参加確認通知書をファクシミリにより通知する。 
   ア 入札確認資格を有すると認めた者にあっては、入札参加資格がある旨 
   イ 入札参加資格を有しないと認めたものにあっては、入札参加資格がない旨及び

 その理由並びに所定の期限までに理由について説明を求めることができる旨 
    なお、通知期限の翌日において、いまだ通知がない場合は、３の担当課に連絡し

 確認すること。 
 
 



８  競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

 （１）競争参加資格がないと認められた者は、管理者に対して、競争参加資格がないと 

   認めた理由について、次に従い、書面（様式は自由）により説明を求めることがで 

   きる。 

  ア 提出期限： 令和 6年 1月 18日午後 5時まで 

  イ 提出場所： ３に同じ。 

  ウ 提出方法： 持参によること。郵送又はファクシミリによるものは受け付け 

          ない。 

 （２）管理者は、説明を求められたときは、令和 6年 1月 22日までに説明を 

   求めた者に書面により回答する。 

 
９ 仕様書等に関する質問 
 （１）提出方法   
    「質疑書」（６によりダウンロードした様式）により作成し、令和 5 年 12 月 28 日   
    までに、書面は、ファクシミリにより提出するものとし、電話、郵送及び持

 参等によるものは受け付けない。 
 （２）送付先   筑紫野・小郡・基山清掃施設組合 事務局 
          FAX 番号：092-926-3587 
 （３）回答   令和 5 年 1 月 9 日から６（３）の筑紫野・小郡・基山清掃施設組合 

公式ホームページにて閲覧に供する。 
 （４）仕様書等の変更 
  仕様書等の内容に変更が生じた場合は、令和 5 年 1 月 9 日 から６（３） 
        の筑紫野・小郡・基山清掃施設組合ホームページにて閲覧に供する。 
 

１０ 開札日時及び場所等 

 （１）開札日時   令和 6年 1月 24日 午前 10時 

 （２）開札場所   福岡県筑紫野市大字原田 1389番地 

         筑紫野・小郡・基山清掃施設組合 2階研修室 

 （３）開札の立会   開札の立会は、応札者であれば立会うことができる。 

    ア 立会を希望するものは令和 6年 1月 19日までに３の担当部署に連絡 

すること。 

    イ 立会い者が２名未満の場合、担当する事務局総務課施設係以外の職員を立ち 

会わせる。 

（最低立会い者を２名とする） 

（４）入札方法    
 入札参加者は次の書類を長形３号サイズの封筒に入れて、入札等提出締切日内 



に指定場所へ「一般書留」又は「簡易書留」のいずれかの方法により郵送するこ 
と。また、封筒の表面には入札書在中（赤字）と記入し、裏面には、差出人の住 
所、商号又は名称、代表者及び連絡先電話番号を記入すること。 

   ア 「入札書」（６によりダウンロードした様式） 
    総価（クリーンヒル宝満の発電余剰電力売払い仕様書の２に掲げる予定売払 

い電力量において区分する各数量の単価に基づき計算した額（消費税及び地方消

費税相当額を含まない））ただし、契約は単価によるものとする。入札書の日付は、

入札書作成日を記入すること 
   イ 「入札金額計算書」（６によりダウンロードした様式） 
     入札金額の算出基礎として、入札金額計算書（以下「計算書」という。）を作成

 し、入札書に添付し提出すること。入札金額計算書と入札書の金額は同額である

 こと。単価は売払いに関する全ての費用を加味した単価とすること。 
  なお、計算書の電力量単価には１円未満の端数を含むことができる。 
（５）入札書等郵送指定場所及び提出締切日 

   ア 指定場所（郵送先） 

    〒818-0024 原田郵便局留 
   イ 受取人 
    筑紫野・小郡・基山清掃施設組合 事務局総務課施設係 行 
   ウ 入札書等提出締切日 令和 6 年 1 月 23 日（必着） 
 （６）入札の辞退    

     入札に参加を希望し、競争入札参加資格確認申請書の提出後に入札を辞退する 

    場合は、当該入札の開札を開始する時刻の前までに６によりダウンロードした様 

    式「入札辞退届」を筑紫野･小郡･基山清掃施設組合に提出すること。 

 （７）入札の無効    

     本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、競争入札参加資格確認申請 
    書又は資料等に虚偽の記載をした者のした入札並びに入札に関する条件に違反し 

    た入札は無効とする。 

 

１１ 入札手続き等 

 （１）入札保証金 

  入札保証金は免除する。 

 （２）契約保証金 

     落札者は、落札の通知を受けた日から 7日以内に契約金額の 100分の 10以上を 

    契約保証金として納付すること。ただし、筑紫野・小郡・基山清掃施設組合財務 

    規則第 87条に該当する場合は、納付を免除することができる。 

 （３）契約書作成の要否  要 



 （４）落札者の決定方法 

     予定価格以上で最高の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。落 

    札者となるべき金額の入札者が 2者以上あるときは、くじ引きにより落札者を決 

    定する。 

 

１２  その他 

 （１）手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本通貨に限る。 

 （２）現場説明会  無し 

 （３）申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、構成市町指名停止等の措 

   置に関する規則に基づく指名停止を行うことがある。 

 （４）申請書等の作成及び提出等に係る費用は、申請者の負担とする。 

 （５）提出された書類は、無断で他の目的に使用しないものとする。 

 （６）提出された書類は返却しない。 

（７）消費税が増税となった場合は、増税分を上乗せし、契約を変更するものとする。 

 


